
 

１１．．装装置置のの詳詳細細説説明明

我が国の地球温暖化対策は、 年 月に「地球温暖化対策計画」が策定され、中期目標の

達成に向けて取り組むことが基本方針として示された。 年 月には「地球温暖化対策の推

進に関する法律」が改正され、 年カーボンニュートラルを基本理念として法に位置づける

ことが定められた。下水道事業においては、脱炭素社会への貢献のあり方検討小委員会にて、

下水道が有するポテンシャルの最大活用、温室効果ガスの積極的な削減、地域内外・分野連携

の拡大・徹底が方針として示されている。

下水汚泥焼却設備は消費エネルギーが大きく、排ガス中には温室効果ガスである一酸化二窒

素（ と記載）及び大気汚染物質である窒素酸化物（ と記載） が多く含まれるため、温

室効果ガス削減とともに、大気保全の観点から の削減も求められている。

これらの背景より、下水汚泥焼却設備における未利用廃熱の有効活用と温室効果ガス（ 、

二酸化炭素（ と記載））、大気汚染物質（ ）の同時削減は大きな課題であり、その解決の

ために、 エンジニアリング株式会社、日本下水道事業団、川崎市上下水道局は、国土交通

省が実施する下水道革新的技術実証事業 プロジェクト※ の採択を受け、 、 年

度に、焼却廃熱の回収による①高効率発電技術、及び と を同時削減する②局所撹拌空

気吹込み（二段燃焼）技術についての性能確認と技術確立を行った。

本設備の概略フローを図表 に示す。既設の下水汚泥焼却設備に廃熱ボイラと蒸気タービン

発電機を設置して発電を行うもので、既設の従来型焼却設備の排ガスを廃熱ボイラに引き込み、

廃熱を回収した後に既設の排ガス処理設備に戻すフローとなっている。蒸気タービン発電機に

は復水式蒸気タービンを採用し、さらに、下水処理水の冷熱を活用した復水器を採用すること

で、高い発電効率を有する設備となっている。

また、焼却炉本体には、燃焼空気の一部を分岐してフリーボード（ と記載）部に吹き込む

ことのできる、局所撹拌空気吹込み設備を設置して 、 を同時に削減する。

蒸気タービンの原理概要を図表 に示す。タービンは固定翼ノズルから噴射された蒸気をタ

ービン翼で回転エネルギーに変換し発電機を回すエネルギーとしている。固定翼とタービン翼

は多段に設置され、各段で蒸気エネルギーを効率的に回収できるように、翼の大きさやノズル

の大きさ・間隔が設計されている。

一般的に は燃焼温度を上昇させると分解が促進され、削減が可能であるが、燃焼温度を

上げることにより が増加するトレードオフの関係にある。局所撹拌空気吹込みによる

と の削減メカニズムを図表 に示す。砂層では流動空気（ 次空気）を減少させて燃焼を
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抑制し還元物質であるシアン（ と記載）やアンモニア（ と記載）を多く発生させる（図

中①）。 下部では や により を分解・抑制する（図中②）。 上部では局所撹拌空

気での燃焼により高温場が発生することで を分解する（図中③）。これらの作用で と

の同時削減を行う。

※ ：国土交通省が実施する下水道革新的技術実証事業（

）であり、国土技術政策総合研究所の委託研究とし

て実施

図表 本設備の概略フロー

図表 蒸気タービン原理概要
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図表 と 削減メカニズム

２２．．開開発発経経緯緯

（１）開発の趣旨及び目標

世界的な温室効果ガス削減とエネルギー削減ニーズの急激な高まりにより、下水道において

バイオマスの有効活用と の約 300 倍の温室効果がある の削減が大きく求められるよう

になった。

下水汚泥焼却設備は消費エネルギーが大きく、排ガス中には温室効果ガスである 及び大

気汚染物質である が多く含まれるため、温室効果ガス削減とともに、大気保全の観点から

の削減も求められている。

下水汚泥焼却炉での発電については、得られる余剰熱量が少なく、発電効率の高いタービン

の導入は焼却汚泥量 日以上の大規模焼却炉に限られるという課題があった。また、

削減を目的とした技術については、燃焼空気の一部を焼却炉 に吹込む二段燃焼技術があ

るが、焼却炉 全周に吹込み配管を設置しているため、コストが高く、空きスペースが少な

い炉周りへの追加設置が困難であるという課題があった。

これらの課題を解決し広く国内外への普及を図ることを目的に、以下を目標として本設備を

開発した。

・脱水汚泥 ～ 日の中大規模焼却炉に適用できる高効率発電技術を開発すること

・局所撹拌空気吹込み技術は局所撹拌空気吹込みがない場合に比べ と を同時に ％以

上削減でき、 は他の多段吹込燃焼式流動床炉等以下に削減できること

・高効率発電技術及び局所撹拌空気吹込み技術ともに既設焼却設備への追加設置が容易である

こと

（２）開発経緯

年度 局所撹拌空気吹込み技術の実験室規模の基礎研究開始

年度 高効率発電技術の実験室規模の基礎研究開始

～ 年度 エンジニアリング株式会社と川崎市上下水道局による局所撹拌空

気吹込みに関する共同研究を実施し技術を構築
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